
◆ 6月の税務と労務
国　税／ 5月分源泉所得税の納付 6月10日
国　税／ 所得税の予定納税額の通知 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 6月30日
国　税／ 10月決算法人の中間申告 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 6月30日
地方税／ 個人の道府県民税及び市町村民税の納付

（第1期分） 市町村の条例で定める日
労　務／ 健康保険・厚生年金保険被保険者賞与

支払届 支払後5日以内
労　務／ 子ども手当現況届（市町村役場に提出）

6月30日

6 2011

民法１条で「権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行われなければ
ならない」と規定する『信義誠実の原則』の略。税務の場合、税務職員の指導がその後
の課税処分と異なるなどとして納税者との間で争われるとき、その課税処分の取り消し
をめぐって、信義則に反するという言葉が使われることがあります。

信義則

（水無月）JUNE6月
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6月号 2

二
〇
歳
以
上
六
〇
歳
未
満
で
国
内

に
居
住
し
て
い
る
人
は
、
離
職
後
は
、

就
職
す
る
か
ま
た
は
会
社
員
（
公
務

員
）
の
被
扶
養
配
偶
者
と
な
ら
な
い

限
り
、
国
民
年
金
の
第
一
号
被
保
険

者
と
し
て
保
険
料
を
納
付
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
失
業
、
倒
産
、
事
業
の

廃
止
、
天
災
な
ど
の
理
由
で
国
民
年

金
保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
困
難

な
場
合
に
は
、
申
請
等
に
よ
り
保
険

料
の
納
付
が
免
除
ま
た
は
猶
予
と
な

る
「
保
険
料
免
除
制
度
」
や
「
若
年

者
納
付
猶
予
制
度
」
が
あ
り
ま
す
。

保
険
料
の
免
除
や
猶
予
の
申
請
等

を
せ
ず
、
未
納
の
ま
ま
で
、
万
一
、

障
害
に
な
っ
た
り
死
亡
す
る
な
ど
不

慮
の
事
故
が
発
生
す
る
と
、
障
害
基

礎
年
金
や
遺
族
基
礎
年
金
が
受
け
ら

れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
手

続
き
は
期
限
内
に
す
べ
き
で
し
ょ
う
。

保
険
料
の
免
除
等
の
制
度
と
し
て
、

次
の
も
の
が
あ
り
ま
す
。

本
人
・
世
帯
主
・
配
偶
者
の
前
年

所
得
（
一
月
か
ら
六
月
ま
で
に
申
請

す
る
場
合
は
前
々
年
所
得
。
以
下
同

じ
）
が
次
頁
表
の
額
以
下
の
場
合
に

は
、
申
請
に
よ
り
保
険
料
の
納
付
が

全
額
免
除
ま
た
は
一
部
免
除
に
な
り

ま
す
。

な
お
、
こ
の
場
合
、
将
来
受
け
ら

れ
る
老
齢
基
礎
年
金
の
額
は
、
減
額

さ
れ
ま
す
。

保
険
料
免
除
制
度
の
所
得
は
、
前

記
の
と
お
り
申
請
者
本
人
の
ほ
か
世

帯
主
・
配
偶
者
の
所
得
も
対
象
と
な

る
た
め
、
一
定
以
上
の
所
得
が
あ
る

親
（
世
帯
主
）
と
同
居
し
て
い
る
若

年
者
は
、
保
険
料
免
除
制
度
を
利
用

す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

そ
こ
で
、
免
除
制
度
を
受
け
ら
れ

な
い
人
を
対
象
に
、
三
〇
歳
未
満
で

本
人
・
配
偶
者
の
前
年
所
得
が
一
定

額
以
下
の
場
合
に
は
、
申
請
に
よ
り

保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ
れ
る
制
度

が
あ
り
ま
す
。

①
　
所
得
額

全
額
免
除
と
同
じ
で
す
。

②
　
年
金
額

老
齢
基
礎
年
金
の
計
算
対
象
期
間

に
は
含
ま
れ
な
い
た
め
、
追
納
し
な

い
場
合
は
、
老
齢
基
礎
年
金
に
は
反

映
さ
れ
ま
せ
ん
が
、
老
齢
基
礎
年
金

を
受
け
取
る
た
め
に
必
要
と
さ
れ
る

保
険
料
納
付
済
期
間
等
の
二
五
年
以

上
と
い
う
受
給
資
格
期
間
に
は
含
ま

れ
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
期
間

は
、
障
害
基
礎
年
金
及
び
遺
族
基
礎

年
金
の
支
給
要
件
の
対
象
期
間
に
な

り
ま
す
。

学
生
も
二
〇
歳
に
な
っ
た
と
き
か

ら
国
民
年
金
の
第
一
号
被
保
険
者
と

な
り
、
保
険
料
の
納
付
が
義
務
づ
け

ら
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
本
人
の
所
得

が
「
一
一
八
万
円
＋
扶
養
親
族
等
の

数
×
三
八
万
円
＋
社
会
保
険
料
控
除

等
」
以
下
（
家
族
の
所
得
額
は
関
係

な
し
）
で
あ
る
学
生
に
つ
い
て
は
、

保
険
料
納
付
の
猶
予
申
請
を
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
本
制
度
の
期
間
が
あ
る
場

合
の
年
金
額
は
、
前
記
２
②
と
同
じ

で
す
。

保
険
料
の
免
除
期
間
及
び
若
年
者

納
付
猶
予
期
間
が
あ
る
人
は
、
保
険

料
を
全
額
納
付
し
た
と
き
に
比
べ
、

受
け
取
る
年
金
額
が
少
な
く
な
り
ま

す
。
そ
こ
で
、
こ
れ
ら
の
期
間
は
、

一
〇
年
以
内
（
三
年
度
目
以
降
は
当

時
の
保
険
料
に
法
律
で
定
め
ら
れ
た

金
額
が
加
算
）
で
あ
れ
ば
、
あ
と
か

ら
保
険
料
の
全
部
ま
た
は
一
部
を
納

付
す
る
こ
と
（
追
納
）
が
で
き
る
よ

う
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
を

利
用
す
る
と
、
通
常
の
保
険
料
納
付

期
間
と
な
り
、
減
額
さ
れ
な
い
年
金

が
支
給
さ
れ
ま
す
。

免
除
の
審
査
年
度
は
、
七
月
か
ら

翌
年
六
月
ま
で
の
間
で
、
原
則
と
し

て
、
申
請
は
毎
年
度
必
要
で
す
。
ま

た
、
追
納
す
る
場
合
は
納
付
書
が
必

要
に
な
り
ま
す
の
で
、
住
所
地
を
管

轄
す
る
年
金
事
務
所
へ
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。
免
除
等
の
承
認
を
受

け
た
年
度
の
保
険
料
を
平
成
二
十
三

年
度
に
追
納
す
る
場
合
の
金
額
は
次

頁
の
と
お
り
で
す
。

1

全
額
免
除
・
一
部
納
付
制
度

2

若
年
者
納
付
猶
予
制
度

3

学
生
納
付
特
例
制
度

4

保
険
料
追
納
制
度
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国
民
健
康
保
険
及
び
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
適
用
対
象
と
な
る
外
国

人
は
、
外
国
人
登
録
法
に
基
づ
く
登

録
を
受
け
、
入
国
管
理
法
の
在
留
資

格
を
も
っ
て
日
本
に
在
留
す
る
者
で

す
。こ

の
う
ち
「
特
定
活
動
」
の
在
留

資
格
で
入
国
・
在
留
す
る
者
で
あ
っ

て
、
当
初
か
ら
病
院
等
に
入
院
し
て

医
療
を
受
け
る
者
や
そ
の
付
添
人
と

な
る
こ
と
を
目
的
に
滞
在
す
る
外
国

人
に
つ
い
て
は
、
支
払
う
保
険
料
に

比
べ
保
険
給
付
が
多
額
に
な
る
こ
と

か
ら
、
公
的
医
療
保
険
制
度
の
適
用

対
象
に
は
な
じ
ま
な
い
と
し
て
、
平

成
二
十
三
年
一
月
一
日
以
降
、
国
民

健
康
保
険
及
び
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
の
適
用
が
除
外
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

こ
の
改
正
に
よ
り
、
患
者
は
治
療

費
等
の
全
額
を
負
担
す
る
こ
と
と
な

り
ま
す
。

計画停電による休業

東日本大震災により、電力供給設備に
大きな被害が出たこと等から、不測の大
規模停電を防止するため、地域ごとの計
画停電が行われた場合の休業にかかる取
扱いが、下記のとおり通知されています。
①計画停電の時間帯の休業

原則として、使用者の責めに帰すべき
事由による休業（労働基準法第26条）に
は該当しない（休業手当の支払は不要）。
②計画停電の時間帯以外の時間帯の休業

­原則として法第26条に該当すること。
ただし、計画停電実施日に、計画停電の
時間帯以外の時間帯を含めて休業とする
場合であって、他の手段の可能性、休業
回避の具体的努力等を勘案し、計画停電
の時間帯のみを休業とすることが企業の
経営上著しく不適当と認められるときに
は、計画停電の時間帯以外の時間帯を含
めて法第26条には該当しないこと。

傷病手当金と報酬との調整

当社では、社員が仕事以外の
ケガや病気の療養のため休んだ
間は、見舞金として報酬と傷病

手当金との差額を支給しています。この見
舞金は、報酬とみなされて、傷病手当金は
支給調整されるのですか。

傷病手当金（標準報酬日額の
３分の２相当額）は、疾病や負
傷で会社を休んでも報酬の全部

または一部を受けることができる被保険者
には支給されません。ただし、報酬の額が、
傷病手当金の額より少ないときは、その差
額が支給されます。

事業主が、ケガや病気の療養のため労務
不能となった被保険者に見舞金を支給する
場合の取扱いは、労働協約・就業規則等に
その旨の定めがあり、それに基づき見舞金
として、報酬と傷病手当金との差額を支給

するときは、「名目は見舞金でもいわゆる
お見舞いではなく、事業主と被保険者との
雇用関係に基づいて事業主が報酬の一部を
支給し生活を保障しようとするものである
から報酬の中に入る」こととされています。

ただし、「何等の成文もなく、ただ慣例
として事業主の意思により私傷病の場合に
おいても日給者または月給者に対し金銭を
支給し、名目を休業手当、見舞金等と称し
ているものは、単に病気見舞いであり報酬
と認められない」ことになっています。

したがって、就業規則等により、見舞金
の支給が明文化され、それが実際に行われ
ているような場合は報酬となり、支給調整
の対象となりますが、明確な取り決めのよ
うなものがなく支給するものについては、
報酬に含めない取扱いとなります。

ちなみに、賃金台帳または源泉徴収簿に
「賃金」・「報酬」・「給与」などとして掲げ
られていれば、報酬として取り扱うことが
適当とされています。

国
民
健
康
保
険
等
の
適
用
除
外


